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　 “The Right to Peace” is a concept fairly compatible with the aims and principles enshrined by 
the Charter of the United Nations, which makes a pledge to save succeeding generations from the 
scourge of war.  The Constitution of Japan is also a good example, which recognizes “all peoples of the 
world have the right to live in peace.”  This is brought by profound regrets to the fact that the war of 
aggression Japan waged made the neighboring peoples suffered by far, and this is also highlighted by 
the experiences that peoples in Hiroshima and Nagasaki have extremely suffered themselves from 
atomic bombings.  Now is the time which requires a declaration that we have a right never to “be 
deprived of or threatened to life, health or properties by way of war or military forces,” declaration 
based upon a common acknowledgement of the cruelty of war.  Even in the international society, it is 
“the right to peace” itself that comes in useful to deter military intervention into fundamental liberties 
or human rights.
　 Some may say that “the right to peace” is too vague in content, and that it should be erased from 
a list of “rights.”  But it is undeniable that every person can ask for judicial remedy whenever he/she 
faces imminent danger to his/her life, health or properties by way of illegal use of armed forces.  That 
belongs to his/her fundamental freedom from threat.
　 And some may argue against “the right to peace,” as it concerns with the Security Council rather 
than the Human Rights Council.  But everyone may agree that the Security Council is not always 
good for all.  Peace is always fundamental, and it can and must be discussed among stakeholders even 
in the Human Rights Council.  As everyone knows, the international society has plenty of rights as of 
legal quality.  But that’s not enough.  Without peace, We cannot enjoy human rights.  So, Peace is an 
indispensable precondition for the enjoyment of human rights.  This is why we need to know the right 
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ため」（to save succeeding generations from the scourge of war，which has brought untold sorrow to 
mankind），1945年6月26日に「国連憲章」（the Charter of the United Nations）が署名された。そ
して，「自衛権の行使」や「安全保障理事会の承認」のある場合を除き，「新しい国連の制度では











1） David Armstrong/Theo Farrell, International Law and International Relations, Cambridge University 
Express 2012, p. 147.
2） Ibid., p. 147.
3） 星野　安三郎・森田　俊男・古川　純・渡辺　賢二『世界の中の憲法第9条』（高文研，2004年）46頁。



















る固有の権利（inherent right to live in peace）を有する」とされている。1984年11月の国連総会
で採択された「人民の平和への権利についての宣言」でも「地球上の人民は平和への神聖な権利














































































































































































































United States welcomed these efforts）と述べられている。さらには，「情報保全をさらに確実にする法
的枠組みを構築しようとする日本の真摯なる努力」が「歓迎される」と明記されている。「外交・安保
の司令塔」になると安倍首相が位置づけていたNSCの設置や「特定秘密保護法」の設置は，こうしてア
メリカとの約束となっていた。その他にも防衛費の増額，「敵基地攻撃能力」の検討や「武器輸出三原則」
緩和の動きなど，第2次安倍政権の下でも海外での武力行使に加担する動きが着実に進んでいる。海外
での武力行使に積極的にかかわるこうした政策を安倍首相は「積極的平和主義」と呼んでいる。また，「道
徳」の教科化や，「国家安全保障戦略」（NSS）の原案に「国際協調の精神と開かれた形での国を愛する
心の涵養」を盛り込むことで「愛国心」教育を目指したり，教科書検定を通じて歴史認識や領土問題な
どについて政府見解を教科書に記載させるなど，教育を通じてのマインドコントロールを進める動きも
依然として継続中である。それまで11年連続で減額されていた軍事費も安倍政権下では2年連続で増額
する一方，福祉などの費用は削減される。
　そして，海外での武力の行使体制の集大成は，憲法改正である。2012年12月の総選挙で政権の座に
就いた自民党だが，2012年4月に「日本国憲法改正草案」を作成していた。そこでは日本国憲法前文に
ある「平和的生存権」は削除されている。そして海外で武力の行使ができる規定が至る所に存在する。
2012年4月に自民党が発表した憲法改正案の問題については，飯島滋明「自民党「日本国憲法改正草案」
について」『名古屋学院大学論集　社会科学篇』第49巻4号（2013年）
ttp://www2.ngu.ac.jp/uri/syakai/pdf/syakai_vol4904_04.pdf#search＝'%E9%A3%AF%E5%B3%B6%E6%B
B%8B%E6%98%8E%E3%80%81%E8%87%AA%E6%B0%91%E5%85%9A%E6%94%B9%E6%86%B2%E
8%8D%89%E6%A1%88'
「平和への権利」について
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式的・技術的なことを言うが，それはうわべだけのことであって，本音は新しい戦争を止めるよ
うな動きを壊したいのだ。「平和への権利」が規範化されることで，彼らが好きな時に軍事的手
段を含めた介入をする自由が狭められてしまうので，彼らの武力行使の可能性，余地を残してお
きたいのだ」と。ザイフェルト氏が正当に指摘したように，実際は自国の国益にかなう軍事介入
の余地を残すためにEUやアメリカは「平和への権利」の実現に反対してきた。
　ただ，「武力行使」が真の平和をもたしてきたのだろうか？「武力行使による平和」を肯定す
る者は，「泥沼化した紛争は，武力でなければ止められない，という意見がある。そういった事
態に備えて，人道的な武力介入ができるようにすべきでないか，と。しかし，そこで尋ねたいの
は「では，どこでそれが成功しているのか」ということなのだ。人道的武力介入が失敗した実例
はいくつもある」31）という吉岡達也氏の主張に反論できるのだろうか？「イラク戦争の泥沼化に
よって，世界最強の軍隊でさえ，中規模程度の都市たった一つの治安維持もできないということ
が明らかになった。いま，私たちはこの事実認識の上に立ってこれからの安全保障を考えている」
と吉岡達也氏が会った，EU本部での安全保障担当官が発言32）したように，現実問題としては武
力の行使は決して「平和」をもたらさない。それどころか，子どもや女性，老人などの民間人へ
のかぞえきれない殺戮，虐待をもたらした。国際社会での「武力行使の違法化」の流れを受け継ぎ，
国際社会での真の平和の実現のためには，アメリカやEUなどの大国による戦争遂行への足かせ
となる「平和への権利」を国際法典化する動きを進めることが必要となろう。そして，「われらは，
平和を維持し，専制と隷従，圧迫と偏狭を地上から永久に除去しようと努めてゐる国際社会にお
いて，名誉ある地位を占めたいと思ふ」との理念を掲げた日本国憲法に従うことが法的義務であ
る日本政府，「積極的平和主義」などとの理念で海外での武力行使を可能にする国家体制の構築
を進める姿勢を根本的に改め，「平和への権利」の国連総会での採択に向けて積極的に働きかけ
ることが求められる。
【2013年12月13日脱稿】
31） 吉岡達也『9条を輸出せよ！』（大月書店，2008年）92頁。以下，本稿では本書を『9条を輸出せよ！』
と略記する。
32） 『9条を輸出せよ！』3頁。
